全Ｌ協保安・業務Ｇ２第６５号
令和３年３月５日

正　会　員　各位

（一社）全国ＬＰガス協会
液石法通達及び例示基準の改正について（お願い）

標記につきましては、令和２年１２月１７日付け「全Ｌ協保安・業務Ｇ２第２３号」及び令和３年１月７日付け「全Ｌ協保安・業務Ｇ２第２８号」において、経産省の意見募集のお知らせしたこところです。
この度、下記のとおり令和３年２月２５日付けで公布、施行されましたのでお知らせいたします。
つきましては、都道府県協会におかれましては会員に対し、また直接会員におかれましては営業所等に対し、ご周知くださいますようよろしくお願いいたします。

１．改正の概要　
（１）通達「保安機関の認定及び保安機関の保安業務規程の認可に係る運用及び解釈について」
液石法施行規則第２９条において規定されている標記解釈の緊急時対応に関する技術的能力について、これまでは、一般消費者等からの連絡を有人が固定電話で受けることとし、無人の固定電話からの携帯電話への自動転送は原則認めないとされていたが、通信技術の発達等を踏まえ、保安業務の遂行できる体制構築を前提に固定電話等から携帯電話への転送措置が認められることになった。
また、緊急時対応の配置においても、これまでは夜間のみについて(当該事業所から１０分以内に到着できること)が規定されていたが、夜間以外においても同様の措置が認められるようになった。
（２）例示基準第３０節「調整器の調整圧力及び閉そく圧力並びに燃焼器の入口における液化石油ガスの圧力の確認方法」（「液化石油ガスの保安確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の機能性基準の運用について」）
　　例示基準第３０節は定期点検調査時等における調整圧力・閉そく圧力・燃焼器入口圧力における圧力測定の方法等を示している。
これまでの例示基準では、定期点検調査時の調整圧力・閉そく圧力・燃焼器入口圧力における圧力確認において、自記圧計等による測定以外にも、マイコンメータ等の圧力検知装置の異常表示の確認による代替え方法が規定されていたが、運用の条件として圧力検知装置（Ｓ型メータ等）設置の際に、圧力検知装置設置場所と燃焼器入口との間の圧力差の測定することなどが全ての圧力確認に規定されており、実際には運用が難しいものとなっていた。
　　　　今回の改正により代替え点検調査の条件であった差圧測定時期を圧力検知装置設置時に限定せず、測定以外にも計算による差圧算定によることができることが追記された。また、これらは燃焼器入口圧力の確認の代替え措置にのみ限定されることになった（調整圧力、閉そく圧力の確認には関連しない）。
なお、実際の運用に関しては様々な疑問が予想されることから関連する例示基準の運用マニュアルを別途作成しており、今後、全Ｌ協のＨＰに公開予定（公開後は改めて通知いたします）。
２．添付資料
「保安機関の認定及び保安機関の保安業務規程の認可に係る運用及び解釈について」
・添付資料１　通達（該当箇所は１０ページ目）
・添付資料２　新旧対照表
例示基準第３０節「調整器の調整圧力及び閉そく圧力並びに燃焼器の入口における液化石油ガスの圧力の確認方法」
・添付資料３　例示基準（抜粋）
・添付資料４　新旧対照表
以　上
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担当：保安・業務グループ　髙木、瀬谷、橋本
